道本部学校「社会福祉コ－ス」
日　時　２０１０年４月２４日（土）

時　間　１３：００～１７：００

場　所　自治労会館３Ｆ会議室

参加者　１３地方本部　２９単組　５０人

【内　容】
◇北海道本部あいさつ

北海道本部杉谷副委員長が、現在の情勢と課題について述べ、「ナショナル・ミニマ
ム署名」が１１万５千筆を超える取り組みになったことのお礼を述べた。また、「本
日のコ－ス」で学んだことを、ぜひ、単組の社福運動に生かしてほしいとあいさつし
た。

◇北海道本部提起＝「社会保障施策の現状における問題と課題」

野城公共サ－ビス政策部長（社会福祉評議会事務局長）

　　政権交代したが、今だ「市場万能施策」は多くの地方に大打撃を与えている。また、

労働市場の二極化や、非正規雇用の継続施策はさらなる「ワ－キングプア」を生み、
「格差社会」の拡大を増幅している。

　さらに、地方分権推進会議「第３次勧告」で出された、「最低基準」の撤廃は利用者

のサ－ビスの低下をまねく、我々は、「ナショナル・ミニマム」の解体を許さないた

たかいが求められている状況にある。

◇講演Ⅰ＝「最低基準義務づけ・枠付けについて」
　秋野中央本部政治政策局長（社会福祉評議会事務局長）

中央政府（ナショナル・ミニマム）と地方政府（ロ－カル）の関係、さらに、一括交付金について、「ひもつき補助金」を廃止し、地方の自主財源に転換する、いわゆる、「経営」と「投資」、「経常」を現金給付・保険・サ－ビス給付に分けて分類除外し、「括り方」の「イメ－ジ」を例示しながら、理解しがたい制度であると説明した。「イメ－ジ」によれば、社会保障分野も含まれており、従来の、社会保険の財源や規範構造の大幅な見直しが求められている。ステ－クホルダ－は単に「国と地方」にとどまらず、かつ、一括交付金と現行の財源負担のあり方が整合性を確保できないため、大幅な見直しが必要であり、多方面に影響を及ぼすことになるなど、導入しようとしている考えが理解できないと説明した。５月～６月が山場であり、注視した運動が必要であると話した。

◇講演Ⅱ＝「指定管理と民営化」
  平川中央本部政治政策局次長
指定管理制度の歴史から、「管制」から「民でできることは民でする」のかけ声の下、指定管理制度が導入された。自治労は当初指定管理制度を認めた。いわゆる、「市民に開かれた制度である」との理解からで、その実態は、民営化に拍車をかけ、「公募・競争入札」による、ダンピングが始まり、人件費を大幅に下げ、「低所得者」「非正規労働者」を生みだしてきた。さらに、契約が３年～５年がいつの間にか定着し（総務省は期間を指示していない）「長期的プランが作りづらい」「アフタ－ケアはどうしたら良いか（地域にでた時など）」「専門性の確保ができない」など、期間→公募→管理経費問題があり、自治労として、「指定管理制度の抜本改革に向けて」を策定し対処をしていきたい。本来ならば、指定期間の無期限を訴えるべきなのだが、「単年」契約が横行しそうで、そこが言えない状況である。などの、説明があった。さらに、「管理委託制度」と「指定管理制度」の比較、「独立行政法人」、今後の対応についての、課題整理について、そして運動として生かしてほしいと説明した。
◇講演Ⅲ＝「公務員制度改革と関連労働者への影響」　　
櫛部北海道本部組織労働局賃金部長
予想される、公務員制度見直しに際し、実際は2000年橋本内閣の時、「教育改革」・「公務員制度改革」、2001年「大綱」、その後、国での検討状況について説明した。さらに、2009年２月「行程表」が閣議決定、2010年に法体系の整備、2012年新制度へ移行決定となることが決定した。そこで、「人事院勧告」での給与決定の問題点や、「労使協約」についてなど、労使の関係についてどのようになるか、団体交渉の範囲は、「賃金水準」は、その基準は、さらに「同一価値労働」「同一賃金」や極端に低い水準をゆるさないたたかいが必要であり、組織力のあり方や今後の課題についての提起、組合に必要なことはなどを話した。
以上
